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1.  はじめに 

 

財務大臣は、2022 年 7 月 8 日に個人納税

者、法人納税者、政府機関納税者のための納

税者番号 /Nomor Pokok Wajib Pajak（以下、

「NPWP」）に関する規則 112/PMK.03/2022

（以下、「MoF 112/2022」）を発行しまし

た。 この規則は、住民登録番号/Nomor Induk 

Kependudukan（以下「NIK」）の使用を含

む、NPWP の使用に関連するいくつかの適用

条項を規定しています。 

 

NIKとは、MoF112/2022の 1条 3項に定義

されるインドネシア住民として登録された人

に交付けられる、唯一または特徴的、かつ独特の住民識別番号を意味しますです。

本規定に基づき、2022 年 7 月 14 日から NIK は NPWP として正式に使用を開始され

ることになります。なお、上記変更は 2023 年までを移行期間とした上で、2024 年 1

月 1日から全面的に適用される予定です。 

 

2.  3つの新フォーマット 

  

MoF 112/2022に基づき、2022年 7月 14日から新しい NPWPのフォーマットが導

入されました。 

a) 個人納税者（居住者）は NIK を使用することになります。この場合の居住者とは、

インドネシア人及びインドネシアに居住する外国人を含みます（第 1条第 2項） 

b) 個人納税者（非居住者）、法人納税者、政府機関納税者は、16 桁の NPWP（現行

は 15桁）を使用することになります。 

c) 支店納税者は、事業活動拠点の識別番号を使用することになります。 

MoF 112/2022第 1条 5項にあるように、支店納税者とは、納税者の居住地や住所

地とは別の事業活動地で NPWP を受け取る納税者、または所得税、付加価値税、

贅沢品消費税、土地・建物税、炭素税を源泉徴収する権利や義務を行使するため

に与えられる納税者で、中央 NPWP を利用することができない納税者を指します。 

 

2.  移行期間 

 

移行期間中は、すべての行政サービスが新しい形式の納税者番号に対応できるわ

けではないことを考慮し、2023年 12月 31日までは、現行の 15桁の納税者番号の形

式を引き続き使用することができるとされております（2条 6項）。言い換えると、



 

2024 年 1 月 1 日からは、納税者番号を必要とするすべての行政サービスなどで、新

たに 16桁の納税者番号を使用しなければならなくなるとされております。 

 

移行期間の詳細は、以下のとおりです。 

 

a) 2022年 7月 8日～2023年 12月 31日の期間 

MOF 112/2022 の発効日から 2023 年 12 月 31 日までに、NPWP 登録を行った納税

者、または役職に基づき NPWP を発行された納税者は、税務局長による以下の措

置（第 10 項第 1 号）を受けることになります。 

- 居住者である個人納税者の NIKが NPWPとしてアクティベートされる 

- インドネシア国民でない個人納税者、法人納税者、政府機関納税者に対して

は 16桁の NPWPが発行される（既存の番号の最初に 0が追加される）。ただ

し 2023年 12月 31日までは従前の 15桁の NPWPが使用できる。 

- 支店納税者には支店 NPWPとビジネス IDナンバーが発行される。 

 

b) 2024年 1月 1日以降の期間(第 11条) 

 

- 納税者は、税務局長およびその他の団体などが組織する税務行政に関連して、

NIK及び 16桁の NPWPを納税者識別番号として使用する。 

- 納税者は、居住地や住所とは別の事業所の身分証明書として事業所識別番号

を使用する。 

- NPWP の添付が必要な行政サービス（輸出入サービス、銀行・金融サービス

等）を組織する他の団体は、NIKを NPWP として使用する。 

 

3.  外国籍住民への影響 

 

2013 年の人口行政に関する法律第 24号第 63 条第 1項には、次のように記されて

います。 

 

"インドネシア国民と永住権を持つ外国人で 17歳、または結婚しているか、結婚歴が
ある場合は e-KTPを取得するものとする。" 

 

電子 ID カード/Kartu Tanda Penduduk（「e-KTP」）とは、実施機関によって発行

される、居住者の身元を証明する公的な ID であるチップを搭載した居住者 識別カー

ドをいいます。e-KTP は、NIK、氏名、住所、地名、生年月日、血液型から、指紋や

網膜という生体データに至るまで、さまざまなデータを含んでおります。 

 

これに伴い、e-KTP に含まれる NIK を既に有する外国人は、インドネシア人住民

と同様に NIK を NPWPとして使用することができるようになります。ただし、実際

の移行手続きについては、まず外国人労働者が働いている会社の内部税務部門に相

談し、その後、税務局長に相談することができるますとされております。 

 

以上より、法文上は、2022 年 7 月 14 日以降、NIK を持たない納税者は、新たに

16 桁の NPWP を使用することになります。これに伴い、すでに 15 桁の旧 NPWP を

有している外国人納税者、法人納税者、政府機関納税者については、2024 年 1 月 1

日までに NPWP が 15 桁から 16 桁に変更されることになっております。一方、新た

に登録される外国人納税者、法人納税者、政府機関納税者は、そのまま 16 桁の

NPWPが交付されることになります。 

 

4.  結論 



 

 

政府は本改正について、NPWP に NIK の機能を追加することで、効率と効果を向

上させることが目的であるとしております。多くの在インドネシアの日系企業に置

いても、上記変更による対応が必要になる可能性がありますので、今後の移行手続

きに注意する必要があるかと思います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

◆ One Asia Lawyers ◆ 

「One Asia Lawyers」は、日本および ASEAN 各国の法律に関するアドバイスを、

シームレスに、一つのワン・ファームとして、ワン・ストップで提供するために設

立された日本で最初の ASEAN法務特化型の法律事務所です。当事務所メンバーは、

日本および ASEAN各国の法律実務に精通した専門家で構成されています。日本およ

び ASEAN各国にオフィス・メンバーファームを構えることにより、日本を含めた各

オフィスから ASEAN各国の法律を一括して提供できる体制を整えることに注力して

おります。 

 本記事に関するご照会は以下までお願い致します。 

 info@oneasia.legal  
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One Asia Lawyers Indonesia Office代表 

日本法弁護士 

日本国内の法律事務所において 6年間、各種企業法務に携わる一方で、

一般民事、家事・相続、倒産、刑事それぞれについても国際案件を経験。

2018年に Singapore Management Universityに留学し、アジアのビジネス及

び金融法を学んだ後、2020年より One Asiaに参画。現在は最新の規制・

法令の改正を踏まえた企業進出戦略の策定、リーガルフォロー、進出後の

契約・労務・法務・各種コンプライアンス・紛争発生時の対応等について

アドバイスを提供している。 

koji.umai@oneasia.legal  

 

 

 

Prisilia Sitompul(プリシリア シトンプル) 

One Asia Lawyers Indonesia Office代表 

インドネシア法弁護士 

インドネシアのエネルギーおよび天然資源の法務部門にてインハウスカウ

ンセルとして 6 年以上従事し、様々なエネルギーおよび天然資源に関連す

る法務業務に携わる。英国アバディーン大学大学院修士課程修了（石油・

ガス法）。 

 

One Asia Lawyers 東京オフィスに入所後は、インドネシア法弁護士とし

て、インドネシアに展開する日本企業に対し、インドネシア法に関するリ

サーチ、契約書レビューなどの様々なリーガルサポートを提供する。ま

た、日本に投資を行うインドネシア企業に対するサポートも行っている。  

sitompul.prisilia@oneasia.legal 
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